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「公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学中期計画」変更に係る新旧対照表 

変 更 後 変 更 前 

計画 

第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

 １ （略） 

 ２ 教育研究上の基本組織 

 （１）学部及び大学院研究科    

学 部 
工 学 部 

機 械 工 学 科 

電 気 工 学 科 

応 用 化 学 科 

薬 学 部 薬 学 科 

大学院研究科 工 学 研 究 科 工 学 専 攻 

 （２） （略） 

第２～第７ （略） 

第８ その他記載事項 

 １ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 （１）予算 

   平成２８年度～平成３３年度  

                        （単位：百万円） 

区  分 金額 

収入  

 運営費交付金 ８，６００  

施設費 ０  

 自己収入 ４，６４１  

  授業料及び入学検定料収入 ４，３１４  

  雑収入 ７３  

  受託研究等収入の外部資金 ２５４  

 国庫補助金等 ７５  

 その他 ０  

計 １３，３１６  
 

計画 

第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

 １ （略） 

 ２ 教育研究上の基本組織 

 （１）学部及び大学院研究科    

学 部 工 学 部 

機 械 工 学 科 

電 気 工 学 科 

応 用 化 学 科 

大学院研究科 工 学 研 究 科 工 学 専 攻 

   

 （２） （略） 

第２～第７ （略） 

第８ その他記載事項 

 １ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 （１）予算 

   平成２８年度～平成３３年度 

                        （単位：百万円） 

区  分 金額 

収入  

 運営費交付金 ３，３０５ 

施設費 １００ 

 自己収入 ３，６６６ 

  授業料及び入学検定料収入 ３，５３８ 

  雑収入 ６０ 

  受託研究等収入の外部資金 ６８ 

 国庫補助金等 ５２ 

 その他 １８ 

計 ７，１４１ 
 

参考資料 
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変 更 後 変 更 前 

 

支出  

 業務費 ９，５４８ 

 人件費 ６，５７７ 

  教育研究経費 ２，６６８ 

  受託研究費等 ３０３ 

 一般管理費 ３，７３５ 

 その他 ３３ 

計 １３，３１６ 

 

 〔人件費の見積り〕 

   中期目標期間中、総額６，５７７百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

    （削除） 

 

    注）退職手当については、公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学 

が定める規定に基づき支給することとするが、措置される金額について 

は、各事業年度の予算編成過程において山陽小野田市の職員の退職手当 

に関する条例を基準として算定される。 

 〔運営費交付金の算定ルール〕 

   中期目標期間中、毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事 

業区分に基づき、それぞれの対応する計算方法により算定したもので決定す 

る。 

   運営費交付金＝（１：人件費）＋（２：教育研究費）＋（３：一般管理費） 

＋（４：特殊要因経費）－（５：自己収入） 

   １ （略） 

   ２ 教育研究経費＝「教育経費」＋「研究経費」＋「教育研究支援経費」 

   ・ 「教育経費」：学部、大学院の学生に対する教育活動で必要となる経費 

相当額。 

直前の事業年度における経費及び当該事業年度の学生見込数等を基準と 

して算定。 

    

 

支出  

 業務費 ４，９６８ 

 人件費 ３，５８１ 

  教育研究経費 １，３０２ 

  受託研究費等 ８５ 

 一般管理費 １，９９３ 

 その他 １８０ 

計 ７，１４１ 

 

 〔人件費の見積り〕 

   中期目標期間中、総額３，５８１百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

    注）平成２９年度以降の人件費の見積りについては、平成２８年度の人件 

費見積りを踏まえ試算している。 

    注）退職手当については、公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学 

が定める規定に基づき支給することとするが、措置される金額について 

は、各事業年度の予算編成過程において山陽小野田市の職員の退職手当 

に関する条例を基準として算定される。 

 〔運営費交付金の算定ルール〕 

   中期目標期間中、毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事 

業区分に基づき、それぞれの対応する計算方法により算定したもので決定す 

る。 

   運営費交付金＝（１：人件費）＋（２：教育研究費）＋（３：一般管理費） 

＋（４：特殊要因経費）－（５：自己収入） 

   １ （略） 

   ２ 教育研究経費＝「教育経費」＋「研究経費」＋「教育研究支援経費」 

   ・ 「教育経費」：学部、大学院の学生に対する教育活動で必要となる経費 

相当額。 

直前の事業年度における経費及び当該事業年度の学生見込数等を基準と 

して算定。 
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変 更 後 変 更 前 

 

・ 「研究経費」：教員の研究活動で必要となる経費相当額。 

    直前の事業年度における経費及び当該事業年度の教員数等を基準として 

算定。 

   ・ 「教育研究支援経費」：教育研究活動を支援する地域連携センター、研 

究機器センター、機械工作センター、国際交流推進機構及び図書館運営管 

理費等経費相当額。 

直前の事業年度における経費を基準として算定。 

   ３～４ （略） 

   ５ 自己収入＝「学生等納付金収入」＋「雑収入」＋「受託研究等収入の外 

部資金」 

   ・ 「学生等納付金収入」：当該事業年度の入学検定料収入、入学金収入、 

授業料収入等。入学検定料、入学金、授業料等は、当該事業年度の志願者 

見込数、入学見込数、学生見込数を基準として算定。 

   ・ 「雑収入」：当該事業年度の財産貸付等収入、大学入試センター試験事 

業収入、証明書交付手数料収入等。施設の貸付料収入など過去の実績及び 

今後の見込を基準として算定。 

   ・ 「受託研究等の外部資金」：受託研究等収入、共同研究等収入、受託事 

業等収入 

    注）自主的な取組による増収策や収入増により得られた効果額は、原則、 

法人で活用できるものとする。 

    注）運営費交付金は、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年 

度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して 

再計算され、決定される。なお、山陽小野田市の予算編成過程における 

「予算の調製方針」等によっては、再計算された運営費交付金を調整す 

る場合がある。 

 （２）収支計画 

    平成２８年度～平成３３年度 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部  
 

 

 

 

・ 「研究経費」：教員の研究活動で必要となる経費相当額。 

    直前の事業年度における経費及び当該事業年度の教員数等を基準として 

算定。 

   ・ 「教育研究支援経費」：教育研究活動を支援する地域連携センター、機 

器センター及び図書館運営管理費等経費相当額。 

 

直前の事業年度における経費を基準として算定。 

   ３～４ （略） 

   ５ 自己収入＝「学生等納付金収入」＋「雑収入」＋「受託研究等収入の外 

部資金」 

   ・ 「学生等納付金収入」：当該事業年度の入学検定料収入、入学金収入、 

授業料収入等。入学検定料、入学料、授業料等は、当該事業年度の志願者 

見込数、入学見込数、学生見込数を基準として算定。 

   ・ 「雑収入」：当該事業年度の財産貸付等収入、大学入試センター試験事 

業収入、証明書交付手数料収入等。施設の貸付料収入など過去の実績及び 

今後の見込を基準として算定。 

   ・ 「受託研究等の外部資金」：受託研究等収入、共同研究等収入、受託事 

業等収入 

    注）自主的な取組による増収策や収入増により得られた効果額は、原則、 

法人で活用できるものとする。 

    注）運営費交付金は、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年 

度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して 

再計算され、決定される。なお、山陽小野田市の予算編成過程における 

「予算の調製方針」等によっては、再計算された運営費交付金を調整す 

る場合がある。 

 （３）収支計画 

    平成２８年度～平成３３年度 

（単位：百万円） 

区分 金額 

費用の部  
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変更後 変更前 
 

 

  

 経常費用 １３，５１７ 

  業務費 ９，４４８ 

   教育研究経費 ２，５６８ 

   受託研究費等 ３０３ 

   人件費 ６，５７７ 

  一般管理費 ３，５６８ 

  財務費用 ５０１ 

  減損 ０ 

  減価償却費 ５０１ 

  臨時損失 ０ 

  

収入の部  

 経常収益 １３，５１７ 

  運営費交付金収益 ８，３００ 

  授業料収益 ３，４４７ 

  入学金収益 ６００ 

  検定料収益 ２６７ 

  補助金等収益 ７５ 

  受託研究費等収益 ２５４ 

  雑益 ７３ 

  資産見返運営費交付金等戻入 ２６０ 

  資産見返物品受贈額戻入 ２４１ 

 臨時利益 ０ 

当期純利益 ０ 

目的積立金取崩益 ０ 

当期総利益 ０ 
   

 

  

 経常費用 ７，１３４ 

  業務費 ４，９６８ 

   教育研究経費 １，３０２ 

   受託研究費等 ８５ 

  一般管理費 ３，５８１ 

  人件費 １，８５９ 

  財務費用 ３０７ 

  減損 ０ 

  減価償却費 ３０７ 

  臨時損失 ０ 

  

収入の部  

 経常収益 ７，１３４ 

  運営費交付金収益 ３，３０５ 

  授業料収益 ２，８７９ 

  入学金収益 ３４５ 

  検定料収益 １１７ 

  補助金等収益 ２７ 

  受託研究費等収益 ６８ 

  雑益 ８６ 

  資産見返運営費交付金等戻入 ３０ 

  資産見返物品受贈額戻入 ２７７ 

 臨時利益 ０ 

純利益 ０ 

  

総利益 ０ 
   
 



5 

変更後 変更前 

 

（３）資金計画 

    平成２８年度～平成３３年度 

                           （単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 １３，３１６ 

  業務活動による支出 １３，０１６ 

  投資活動による支出 ３００ 

  財務活動による支出 ０ 

  次期中期目標期間への繰越金 ０ 

  

資金収入 １３，３１６ 

 業務活動による収入 １３，３１６ 

  運営費交付金による収入 ８，６００ 

  授業料等及び入学検定料による収入 ４，３１４ 

  補助金による収入 ７５ 

  受託研究費による収入 ２５４ 

  その他の収入 ７３ 

 投資活動による収入 ０ 

 財務活動による収入 ０ 

 

 ２～５ （略） 

 

（３）資金計画 

    平成２８年度～平成３３年度 

                           （単位：百万円） 

区分 金額 

資金支出 ７，１４１ 

  業務活動による支出 ７，０４１ 

  投資活動による支出 １００ 

  財務活動による支出 ０ 

  次期中期目標期間への繰越金 ０ 

  

資金収入 ７，１４１ 

 業務活動による収入 ７，１４１ 

  運営費交付金による収入 ３，３０５ 

  授業料等及び入学検定料による収入 ３，５３８ 

  受託研究等による収入 ６８ 

  寄附金による収入 １８ 

  その他の収入 ２１２ 

 投資活動による収入 ０ 

 財務活動による収入 ０ 

 

 ２～５ （略） 

 


